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-Abstract- 

 本研究では、福島第１原子力発電所の事故によって放出された放射性物質が人々にど

のようの不効用をもたらしたか、原子力発電所事故のもたらした損失を計測することを目

的として、事後前後の不動産価格の変化についてヘドニック法をベースとした固定効果モ

デルを用いて検証した。ヘドニック法は、放射性物質が資本化して取引価格に影響する背

景に消費者の効用を通じた作用を考慮しているため、放射性物質がもたらす健康被害など

直接的な不効用だけでなく、風評被害のような嫌悪感のようなものも反映されている。そ

のため、ヘドニック法による事故コストの評価は人々の放射性物質汚染に対する評価であ

るといえる。 

岩手県、宮城県、福島県および関東地方の各都県を対象にした分析の結果、原発事故由

来の放射性物質の影響は、宅地（土地）および、中古マンション等については有意に住宅

価格を押し下げる効果があることが確認された。さらに、汚染状況重点調査地域に指定さ

れた市町村を１とするダミー変数を用いたモデルでは、同地域の取引価格が有意に負に他

地域に比べて低いことが示されており、ここでも放射性物質による汚染が不動産取引に負

の影響を与えていることが示された。 
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